予算要求資料
平成２９年度9月補正予算　　支出科目　款：総務費　　項：総務管理費　　目：広報費　　　
	事業名　県政広聴事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　知事直轄　広報課　広聴係
　　　　　　　　　　　　　電話番号：058-272-1111（内2077）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11103@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　補正要求額   1,063千円（現計予算額：3,481 千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現計

予算額
	3,481
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,481

	補正

要求額
	1,063
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,063

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　現在、県民の皆様から県政へのご意見を伺うために「県政世論調査」及び「県政モニターアンケート」を実施している。
平成２８年度の調査では、回答者のうち２９歳以下の方は「県政世論調査」、「県政モニターアンケート」ともに１０．０％であった。
	調査種類

(平成28年度)
	回答者数
	うち29歳以下

の回答者数
	割合
	人口比率

(H28.4.1時点)
	差

	世論調査
	1,533人
	153人
	10.0％
	13.0％
	▲3.0％

	県政モニター
	678人
	68人
	10.0％
	
	▲3.0％


　　　次世代を担う若者達と向き合い、その生の声を県政に汲み取っていくために、広く若者達の意見やアイデアを県政に取り入れる仕組みを創設し、次の事業を新たに実施しているが、今後予算不足が見込まれるため増額要求する。

（２）事業内容
・若者版県政モニター【現計予算で対応】
　　県内外に在住する若者の意見を広く効率的に伺うためインターネットによるアンケートを実施

　　　対象：１８歳以上２９歳以下

　　　人数：２００名程度

　　　回数：年２回（上半期１回、下半期１回）

　　　テーマ：（例）岐阜県の魅力、雇用の現状と課題、少子化の現状と課題
　・若者とのガヤガヤ会議【1,063千円】
　　「高校生」、「大学生」、「若手社会人」、「若手女性」、「外国人県民」の別に会議を開催。５区分の会議一巡後、合同会議を開催。
（３）類似事業の有無
　　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	718
	会議参加者の旅費

	需用費
	156
	会議参加者用飲料等

	その他
	189
	講師費用、会場使用料等

	合計
	 1,063
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	　県政推進の基礎資料とするため、県民の意識、県政に対する評価等をより正確・具体的に把握する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	県政世論調査
有効回答数
	（H  ）
	1,648
（H26）
	1,507
（H27）
	1,533
（H28）
	1,800
（H29）
	85.2％


	県政モニター人数
	（H　）
	573
（H26）
	486
（H27）
	678
（H28）
	500
（H29）
	135.6％


	若者版

県政モニター人数
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	200
（H29）
	- ％


	若者ガヤガヤ会議

参加若者人数
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	200
（H29）
	- ％



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

○県政世論調査
・調査項目　県民のくらし、県の取組み等に関する県民意識の経年変化

・設問数　　３４問

・調査対象　県内に居住する満１８歳以上の男女個人

・標本数　　３,０００人（層化二段無作為抽出法による抽出）

・調査時期　平成２８年６月２９日～７月１５日

・結果公表　平成２８年１０月

・有効回答　１，５３３人（５１．１％）

○県政モニター事業

　・調査項目　個別の県施策に対する県民意識

・調査対象　県内に居住する満１８歳以上の男女個人

・人　　数　６７８人（層化二段無作為抽出法による抽出及び公募）

うち郵送：２９４人　ネット：３８４人

・調査時期　６，７，９，１１，１月にアンケート調査を実施


（前年度の成果）

	○県政世論調査
質問項目を見直すとともにより詳細な分析を実施することにより、県政各分野の課題を明確にすることができた。

○県政モニター事業　

　臨時アンケートを含め、２８テーマのアンケートを実施し、県政各分野の県民意識、施策に対する評価を把握することができた。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	県政推進の基礎資料とするために必要であり、今後は次世代を担う若者の生の声も県政に汲み取っていく必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、
△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	　県政世論調査では新規施策の認知度等を調査することで、今後の広報・啓発の方向性の検討資料としている。
　県政モニター事業については、ほぼ目標値並みのモニター人数を確保できている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○
	　県政モニター事業については、経費的に安価なインターネット活用に努めている。

　若者ガヤガヤ会議は分野ごとに開催するなど効率的な意見聴取に努めている。


（今後の課題）

	県政モニター未経験者の応募の促進や、県政世論調査の回答率の向上。


（次年度の方向性）
	県政における代表的な広聴事業として継続して実施する予定。


